
 

厚労省東京労働局発表 平成 25年 8月 16日 

東京労働局は、8月 16日に「過労死・過労自殺など過重労働による健康障害を発生させ、

労災申請が行われた事業場に対する監督指導結果」の概要を公表いたしました。 

 

実施事業場は、長時間労働党により脳・心臓疾患や精神疾患といった健康障害を発生させたと

して、労働基準監督署長に対し労災請求が行われた事業場 ９３が対象です。 

 

■法令違反状況 ９３の対象事業場のうち → ８３事業場（約 90％）に何らかの法令違反

が認めらました。 

■長時間労働の実態 

        ○1ヶ月の時間外労働が 100 時間を超えるか、○2ヶ月ないし 6ヶ月の時

間外労働が平均して月 80 時間を超える労働が認められた。 

       ９３対象事業場のうち５０事業場（約 54％） 

■健康管理状況 Ａ 発症前 1 年間に健康診断を受診させていない。 

         ９３対象事業場のうち１６事業場（約 17％） 

        Ｂ 医師による面接指導等の制度がなかった。 

９３対象事業場のうち５３事業場（約 56％） 

        Ｃ 発症前受診の健康診断で何らかの所見が認められたのに、健康診断

の事後措置を講じていなかった。 

９３対象事業場のうち１３事業場（約 13％） 

-------------   -----------------   --------------   -------------- 

※この９３対象事業場の業種別内訳には、 

○「ビルメンテナンス・清掃業」 が１事業場、 「警備業」 が８事業場、含まれています。 

 

下記から、厚生省東京労働局ウェブサイトへリンク 
http://tokyo-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/var/rev0/0112/0735/2013813164021.pdf 

 

■過労死・過重労働による健康障害等発生事業場に対する 

監督指導結果について 

http://tokyo-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/var/rev0/0112/0735/2013813164021.pdf

